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具体的には、まず自社のプランを実施するために①直接輸出、②間接輸出のどちらの手法で輸出をする方が効
果的かを検討・選択します。次に自社に合ったパートナー（取引相手）と知り合うための機会・方法を①輸出拡
大チーム、 ②見本市・商談会、③越境ECから選択します。

ステップ２ 商流構築手法の選択

・ 直接輸出の場合は、自社で商談や貿易手続き（詳しくは、ステップ３「貿易実務」を参照ください）を担うので、輸出実績
や貿易実務におけるノウハウ、さらには言語対応能力を持っている企業でなければ、選択が難しくなります。
・ メリットとしては、貿易実務を自社で完結できますので、貿易実務等を委託した際に発生する中間マージン等のコストがかか
りませんので、利益は大きくなります。また、自社内で貿易実務を行うことにより、船積みスケジュールの把握や、競合他社の情
報などが得られる可能性もあります。
・ デメリットとしては、商談や貿易手続きに貿易実務に精通した人材の確保が必要ですので、相当量の労力がかかります。ま
た、貿易リスクも自社に帰属する可能性が高く、リスクを保険等で未然にカバーする必要があります。
・ 総合的には、一時的な細いビジネスではなく、中長期的に太いビジネスとして、輸出に取り組むことが可能な“体力のある”
方々向きだと言えます。初期投資として貿易実務に対応可能な人材の確保もしくは実務習得研修などの費用がかかりますが、
将来的には、中間マージン支出などがないため、間接輸出と比較した際に、コストが小さくなります。

3 輸出成功のためのカギ

・ 間接輸出のメリットとしては、貿易実務を輸出商社等のエキスパートに任せることができますので、国内販売と変わらない商売
体系として輸出を行うことが可能です。また、基本的には円貨決裁で済むケースが多く、円貨決裁で完結する場合は、為替リス
クにさらされる懸念がありません。
・ デメリットとしては、貿易実務を委託した輸出商社等への中間マージンがかかりますので、享受できる利益がその分小さくなり
ます。
・ 総合的には、輸出経験が乏しい、または、将来的に輸出事業を継続していくとは必ずしも言い切れないなど、輸出事業に対
して“不安がある”方々に、短期的には、直接輸出と比較した際に、初期投資が小さく済みますので、合っている手法です。

１ 輸出手法の選択について
〇 心構えとして、どの手法も完璧ではなく、メリットがあればデメリットも存在します。自社のプランを迅速に効率良

く進めるには、どの手法が最適かを考えた上で、手法を選択しなければいけません。この項では、どの手法がどの
ような特徴を持っているかを解説します。輸出に際して、“輸出手法の選択”は重要な部分で すので、検討
する際の参考にしてください。

輸出意欲者 海外バイヤー 等直接輸出の商流図

輸出意欲者 地域商社 等間接輸出の商流図 海外バイヤー 等

（1）直接輸出の場合について

（２）間接輸出の場合について

ステップ１「マーケティング」にて、自社の輸出プランを立てたら、次は「商流構築手法の選択」
です。策定した「輸出プラン」を、実際にワークさせるにはどうしたら良いか、自社に最適な手法を
考えましょう！



46

２ パートナーと出会う方法について

〇 この項では、前項で解説済の「輸出手法の選択について」で決めた“直接輸出”か“間接輸出”かのどちら
かの手法をもとに、パートナーとなりうる事業者やそのパートナーと出会う方法について紹介します。
直接輸出を選択した場合、パートナーとなる相手は、輸出先国のディストリビューターや小売・外食事業
者等になります。これらを総称してこのガイドでは、“海外バイヤー”と呼ぶこととします。海外バイヤーは基
本的に、輸出先国にいますので、直接対面でコミュニケーションをとるためには、「海外バイヤーのいる相手
先国に行く」もしくは、「海外バイヤーに日本に来てもらう」のどちらかになります。

〇 間接輸出を選択した場合、パートナーとなる相手は、日系の輸出商社か、外資系で日本法人を持つ輸
出商社等になります。このガイドブックでは、それぞれ“日系地域商社”、“外資系地域商社”と呼ぶことと
します。また、近年誕生した越境ECは、基本的に国内決済で完結できるので、間接輸出といえます。

〇 それでは、上記３つのパートナーとなりうるプレイヤーを中心に、出会う機会について、①見本市・商談会、
②越境EC ③輸出拡大チーム、の順にそれぞれ解説します。

Memo

・ 輸出関連の見本市・商談会には、主に２種類存在します。①海外展示会・商談会、②国内展示会・商談会
（輸出EXPO等）の２つです。違いは、海外で開催されるか、国内で開催されるかです。
・ ①海外展示会・商談会は、開催国のバイヤー（海外バイヤー）向けに海外で開催されるため、日本から海外に行
くための出張費がかかりますが、多くの海外バイヤーとの商談機会が期待できます。より多くの商談機会が期待できると
いうことは、より多くのバイヤーのニーズを聞き取る機会に恵まれるということでもあります。
・ ②国内展示会・商談会は、海外バイヤーを日本に招聘して日本国内で開催されるため、海外に行くための費用が
省けますが、①海外展示会・商談会と比べて、同国の海外バイヤーと出会える可能性は限定的といえます。ただし、
昨年から始まった「日本の食品 輸出EXPO」では、世界各国から2800名余りの海外バイヤーを招聘した実績があり
ますので、①海外展示会と同等またはそれ以上の効果があるといえます。

展示会名 開催時期 概要・特徴 前回来場者数

第２回
日本の食品輸

出EXPO

2018年10月
10日－12日

海外バイヤー
および日本の輸
出商に売込むた
めの商談展。今
回は約600社が
出展予定。

12,836名

FOODEX 
JAPAN 2019 

第44回国際食
品・飲料展

2019年3月
5日－8日

アジア最大級
の食品・飲料展
示会。世界各国
から約3,500社が
出展。食業界の
ビジネス商談会。

72,428名

展示会名 開催時期 概要・特徴 前回来場者数

香港Food 
Expo 2018

2018年8月
16日－18日

香港最大級の
国際総合食品見
本市。世界各国
から約1,400社が
出展。「ジャパン
パビリオン」設置。

490,000名

ANUGA 2019
2019年10月
5日－9日

ケルンで隔年
開催される世界
最大級の総合食
品見本市。ジェト
ロでは「ジャパン
パビリオン」設置。

158,603名

①海外展示会・商談会の例 ②国内展示会・商談会の例

見本市等の情報は下記URLから得られます。世界の見本市・展示会情報（J-messe）
（https://www.jetro.go.jp/j-messe/）また、「国・地域別イベントカレンダー」では、
国内外で行う予定の輸出促進に関するイベント情報が得られます。
（https://www.jetro.go.jp/agriportal/eventcalendar/）

（１）見本市・商談会について

https://www.jetro.go.jp/j-messe/
https://www.jetro.go.jp/agriportal/eventcalendar/
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★見本市・商談会出展に向けたワンポイントアドバイス★

○ 見本市・商談会を輸出への契機として活用する場合には、事前準備からフォローアップにいたるまでの様々な
対応が必要となってきます。まず、「出展登録を完了するだけで、そのまま見本市・商談会の当日を迎えれば、
自動的に輸出に繋がる」といった甘い考えは捨ててしまいましょう。

○ 例えば、見本市・商談会で自社商品のPRを行ったとしても、その商品についての価格、取引期間、賞味期限
最低ロット（供給可能）数等、今後のビジネスにおいて必要不可欠である基本的条件が明確でなければ、
商談は成立しません。また、それらを日本語でいくらPRしても、海外バイヤー（この項では外資系地域商社含
む）のなかで、日本語でコミュニケーションがとれる人はほんの一握りです。大多数の海外バイヤーが、英語もし
くは母国語でコミュニケーションをとります。
ですので、それらの基本的条件を外国語でPRできる状態にしておく必要があります。
それに加えて、出展者は自社だけでなく、競合他社も存在します。そのなかで、埋没しないようにするためにも、
他者との差別化やよりわかりやすい説明がプラスαとして求められます。

○ つまり、売り手がどれだけ商品を売りたくても、海外バイヤーが買う気にならなければ商談は成立しないということ
です。買い手の立場になり、どのような商品説明を聞いたら買いたいと思うか、考えてみて下さい。

○ それでは、一部になりますが、具体的に準備しておくと良いと思われる事項を紹介します。見本市・商談会に出
展する際の参考にして下さい。

＜事前準備事項＞
① 商品説明書（商品紹介シート）

商品名、価格、内容量、賞味期限、栄養成分表示、調理例、商品写真、梱包荷姿、ロット（ケース）数
等ビジネスにおいて必要不可欠な基本的条件です。これらは、国内向けビジネスと大差ないので、難しく考えずに、
国内向けビジネスをする際に必要となる条件・事項をまとめれば良いでしょう。

② マニュアルレポート（企業情報が掲載された冊子等）
「自社が何者であるのか」が完結にわかるものが良いです。売上高、従業員数、事業内容、企業理念等取引

を始める前に行う信用調査で必要な事項が記載されているものだと、取引開始するまでの時間短縮（海外バイ
ヤーの信用調査を行う労力軽減に繋がる）となります。

③ 海外バイヤーからの質問（想定問）回答
具体的には、商品の特徴（セールスポイント）・調理方法・販売実績（国内外問わず）・商流（直接輸出

か間接輸出）・価格契約条件（インコタームズ：FOB/CFR/CIF）等、海外バイヤーの立場になり、実際にビ
ジネスとして成立する際に必要となる事項を考えてみて下さい。

④ コミュニケーション＆プレゼンテーション
上記①②③全てにあてはまりますが、（ターゲットとしたい輸出先国

の）海外バイヤーの言語対応したもの、ターゲットを絞りきれなければ、
まずは英語対応したものを準備してください。
また、プレゼンテーション（説明）はブースのレイアウトや外国語対応

人材の配置（通訳者の準備）など、細部に気を遣うことが重要です。
試食が禁止されている見本市もありますが、試食可能であれば、海外
バイヤーに試食をしてもらえる様な準備をすることをお薦めします。
（食材の場合、味は最も大切な判断基準です）

速やかに成約案件として成就したい
（急いでいる）場合は、見本市当日ま
で待つ必要はありません。パートナーとし
て組みたい海外バイヤーにメールや電話
等で予めコミュニケーションをとり契約条
件を詰めておくことをお薦めします。
スムーズに進めば、見本市の対面して
いる機会に契約締結も夢ではありませ
ん。
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・ 欧州委員会（European Commission）による越境取引（Cross-Border Shopping）に関する
消費者へのアンケート調査では、越境取引の定義を「消費者が居住している国以外にある（位置してい
る）販売者または提供者からの全ての購買」としています。
・ この中にはインターネット等による他国に所在するサプライヤーからの遠隔購買が含まれているが、自国内に
所在している販売者からの外国製品の購入は含まないものとなっています。
・ しかしながら、中国におけるTmall Global（天猫国際）のように、中国事業者のECモール上に日本企
業が出店し、多数の日本製品が販売されています。ECを通じた日本製品の販売手法の一つとして確立し
ている現実から、自国内に所在する販売者からの外国製品の購入も「広義の越境EC」とすることが望ましい
と考えられます。
・ そこで、ここでは以下の販売モデルを越境ECによる事業と定義して概括します。

（２）越境ECについて

図1：越境ECの事業モデル

引用：農林水産省調査委託事業

「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」
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 2017年の越境ECを通じた我が国の食品の輸出に関する市場規模は1,574億円となりました。また品
目別の推定市場規模は次に示す図２の通りです。

 地域別の市場規模では、アジア大洋州が1,299.8億円と、全世界の市場規模の82%を占めます。こ
れは、中国が占める比率が非常に高いことに起因しています。中国の消費者に向けた我が国からの越境
ECによる食品の輸出は、約1,200億円と推計されます。よって地域毎に分割するとアジア大洋州の市
場規模の比率が高い結果となっています。（図３）

図２：品目別の市場規模の金額（単位：億円）とその比率

① 越境ECを通じた我が国の食品の輸出に関する市場規模

図３：地域別の市場規模（単位：億円）

 越境ECでの取り扱いやすさを決定づける要素としては、①重量の軽重、②体積の大小、③温度/鮮度
管理の必要性の有無、④賞味期限の長短 という４要素が挙げられます。

② 越境EC販売に適する商品特性

引用：農林水産省調査委託事業

「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」
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① ビジネス戦略
「価格戦略」「為替変動リスク」「チャネル戦略」「マーケティング戦略」「体制」「収支」といったテーマが検討項目と
なります。これらは食品を含む全ての商品について及ぶ課題です。既にリアル店舗網で商品が相手国において流通
している場合、ECでの希望小売価格との一貫性、統一性の観点で苦慮するケースが見受けられます。知名度獲
得を目指してプロモーション費用を投じた結果、その費用に見合う収益の獲得が課題となったケースも見られます。

② 法律・制度・習慣・文化
特に食品に関して言えばシビアな課題テーマです。食品は人体に取り込まれるものであるため、健康被害の未然
防止を目的に法律・制度が厳格に制定されており、相手国側の厳しい認証制度に対応しなければならないケース
が多いです。万が一購入者の健康に被害を及ぼす結果となった場合、その対応もまた重要な課題となります。大
半の国では、食品では具体的な成分について明記した専用のラベルを商品自体に貼付しなければならないことも
あり、各国の言語に合わせてラベルを作成し貼付する作業も事業者には負荷がかかります。

③ 物流
物流視点での直送モデル／一般貿易モデルの選択も重要な検討要素である。食品の場合、たとえ常温での輸
送であっても品質維持・破損対策には細心の注意が求められるため、物流事業者の品質が問われます。リードタイ
ムの短縮化も賞味期限との兼ね合いから、商品提供者や販売事業者の関心が強いです。また、食品では先述の
通り重量や体積に対する輸送コストも、費用対効果が問われる物流面での課題です。

④ 税関
ECを通じて商品を販売する事業者は予め販売不可能な商品を取り扱わないための対応が必須です。また、税
関の対応でEC関係の事業者や物流事業者からよく耳にすることとして、通関の職員によって対応にバラつきがあり、
適応関税の金額に時折相違がある点が挙げられます。これはEC関係の事業者や物流事業では解決しづらい課
題です。食品には多くの種類が存在しており、その結果HSコードも多岐に亘っています。よって、適応関税の相違
は、食品の通関において発生しやすい事態である可能性が想定されます。

⑤ 決済
相手国側のEC事業者のサイトで商品を販売する場合には、当該ECサイトが提供する決済方法に委ねることが
出来ますが、日本側で受注する直送モデルの場合、多彩な決済手段を提供出来ることが望ましいです。また、決
済において悩ましい課題はクレジットカードの不正利用への対策でしょう。

③ 越境EC事業推進にかかるビジネス戦略上の課題・留意点

引用：農林水産省調査委託事業

「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」



各国のEC事情
日本、中国、香港、台湾において、日本産食品の取り扱い実績のある一部の越境ＥＣ情報をまとめました。
越境ＥＣ利用を検討される際の参考にしてください。 （※2018年３月時点）

本日

Rakuten global

・ 2013年、日本の水産物や果物を香港へ直送する期間限定キャンペーン「品食日本」を開始。
・ 生鮮食品を新鮮な状態のまま保冷輸送する国際間小口保冷輸送を活用し、香港の消費者向けに日本の楽天市場

店舗が取り扱う海産物や果物の海外販売を行っている。
【ＵＲＬ】 https://www.rakuten.co.jp/

ワンドゥ

豌豆公主

・ 中国の20～30代の富裕層女性をターゲットに、食品・日用品だけでなく、ファッション・美容品等の日本食品を扱う
越境ＥＣアプリ。

・ 2015年8月のリリース以降、ユーザー数は80万、1日の最高注文数は5,000件を突破し、日本企業10社以上の中国
における独占販売代理権を有する。

・ 2015年11月には、中国大手ECプラットフォーム「京東」や「美麗説HIGO」と戦略的業務提携を締結した。
【ＵＲＬ】 https://www.inagora.com/service/wandou/

Oisix
・ 「Oisix香港」は、2009年から香港在住者向けサイトとして販売を開始した。
・ 2013年6月には、「ヤフー香港スーパーマート」内に「Oisix香港」をオープン。野菜セット等を販売している。

【ＵＲＬ】 http://hk.oisix.com/

WASHOKU 
Treasure

・ 日本産食材を専門に取り扱う越境ECサイト。海外の食品関連企業（レストランシェフ、バイヤー、ディストリビューター
など）を対象としたサンプル輸出・小ロットからテストマーケティングが可能。輸出拡大チームの商品も掲載。

【ＵＲＬ】 https://www.washokutreasure.com/

EverythingFrom.JP

・ 2017年5月開始。食品だけではなく、ファッション雑貨やコスメ、工芸品など幅広い商品を展開。台湾・香港などの
アジアを中心にプロモーションを展開。利用者についても、30代～40代女性が多く、販売国は中国・台湾・香港がメイン。
輸出拡大チームの取組に賛同。掲載などで応援してくれている。

【ＵＲＬ】 https://www.everythingfrom.jp/language/ja

Tmall Global

・ Taobao mall（淘宝商城）のBtoC サイトが独立してできた。
・ 出店に際しては法人格が必要となる。また、中国の小売営業ライセンスの取得を義務付けられるだけでなく、各商品の

登録には、当該商品の商標登録や販売ライセンスの提示が求められる等、百貨店同様の厳格な出品管理が行われて
いる。

・ Taobaoでは不要だった販売手数料や保証金も必要となる。その結果、消費者にとっては高額商品であっても、安心して
取引できるプラットフォームに成長してきている。

・ アクティブユーザー数は、6,500万人を誇る（2016年5月時点）。
【ＵＲＬ】 https://www.tmall.hk/ 【日本法人】 無し

JD Woerlwide

・ 中国のEC大手である京東商城が運営するECサイト「JD.com」は直販だけでなく、ECモール機能も提供している。
・ 2016年3月末現在のアクティブユーザー数は1億6,900万人。電子機器や家電等の取扱高が流通総額の半分を占める。
・ JD（京東）はアリババの最大のライバルである騰訊HD（テンセント）が後ろ盾となり、4億人以上の利用者がいるモバイル

向けチャットアプリ「微信（ウィーチャット）」を武器に、JDサイトへの誘客に力を入れている。
【ＵＲＬ】 https://www.jd.hk/ 【日本法人】 無し

Vipshop

・ 2008 年に中国・広東省広州市で設立され、フラッシュセールスという特徴のあるビジネスモデルで急速に成長。
・ 2014年9月には越境EC事業を開始。商品仕入先として台北、香港、ロンドン、ミラノ、パリ、ニューヨーク、ロサンゼルス、

シドニー、ソウル、東京に拠点を築いている。
【ＵＲＬ】 https://www.vip.com/ 【日本法人】 有り （日本法人VIPSHOP日本株式会社 ※会社ページ無し）

YHD
・ 2008年に設立、2015年にウォルマート傘下に入ったネットスーパー大手。
・ 2016年には、EC大手のJDに買収された。

【ＵＲＬ】 https://www.yhd.com/ 【日本法人】無し

Hktvmall

・ 2015年2月に開設した香港最大の通販サイト。
・ 「サイトで取り扱っている商品数は約135,000アイテム以上。
・ 2015年10月には、日本の有機・低農薬野菜と無添加食品等の宅配サービスを展開するらでぃっしゅぼーや株式会社が

野菜と果物のセット商品の販売を開始。
・ 2017年8月には、JA全農とABCクッキングスタジオが選んだ日本食材の販売を開始。

【ＵＲＬ】 https://www.hktvmall.com/ 【日本法人】無し

PChomeOnline
・ 台湾インターネット最大手のショッピングサイト。
・ 24時間以内の配送が可能

【ＵＲＬ】 http://mall.pchome.com.tw/ 【日本法人】無し

国中

港香

湾台
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コラム

引用：農林水産省調査委託事業「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」
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・ 輸出拡大チームは、昨年1月より 各国・地域の具体的な日本産農林水産物・食品に対する生のニーズ
情報を吸い上げ、日本国内の供給可能な事業者（輸出意欲者）等に繋げて、輸出案件の組成を図る
ことを目的とした、農林水産省食料産業局の職員を主体に構成された組織です。
・ 都道府県担当約50名（１県１人程度）、国・地域担当約65名（21ヵ国・地域に各３人程度）、
地域商社担当４名、内外ボランチ担当約15名の合計約120名超で構成。それぞれ、都道府県担当は
国内の輸出意欲者から、国・地域担当は海外の輸入意欲者（海外バイヤー）から、地域商社担当は日
本国内にいる地域商社から、輸出に関わる有益な情報を収集します。内外ボランチ担当は、今年度より新
設され、国内外のニーズマッチングに関する潤滑油として活動し、各案件のフォロー等を行います。
・ 食料産業局の局長以下幹部で構成する「都道府県ブロック長会議」において、輸出拡大チーム全体の目
標と、目標達成のための計画や方策について策定。その進捗について定期的にフォローアップすることを通し
て、海外マーケットニーズに合わせた商品開発による規模の大きなインパクトある輸出の拡大につなげるととも
に、国内外の輸出関係事業者の取組の迅速、的確なサポートの実施を目指します。

（３）輸出拡大チームについて
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商品の紹介ページ、利用シーンや商品の特徴、
写真など、自社の商品をアピールできるシートを
作成。

事業者情報、製造工程、品質管理情報など、
バイヤーや輸出商社とのスムーズな商談ができる
ようなシートを作成しましょう。

出展企業紹介欄は思いを込めて。
特にメッセージ欄に力を入れましょう。社長、会
社からのメッセージは、インポーターへの強いアピー
ルポイントになります。

チャートなどで分かりやすく。
「百聞は一見に如かず」の言葉のように、どのよ
うな行程か、丁寧に商品を作っている現場を載
せましょう。

きっちり、がっちり。
品質管理のために行っている衛生管理、危機
管理体制は、トラブルがあった時の企業力が測ら
れます。

裏面

表面

もれなく、見やすく。
空白がなく、文字のサイズも枠のサイズに合わ
せて見やすく示しましょう。
良くある間違いは、ケースサイズ！

買い手に商品のイメージを。
どの客層を狙うか、どの食文化に合わせて行く
か、どの国に出したいか入力しましょう。
香り、味覚を伝え、読み手にイメージを与えま
しょう。

おいしそう！食べてみたい！
商品パッケージも商品と一緒に入れ、大きさの
分かる工夫や、利用シーンを演出しましょう。
ラベルは広げた状態で読みやすく、アレルギー
欄はチェック漏れの無いようにしましょう。

コラム

輸出商品紹介シートを使ったマッチング
輸出拡大チームでは、生産者、事業者と輸入バイヤー、輸出商社などとを結び付けるツールとして「輸出商品紹介
シート」を使用します。記入項目には、輸出したい商品、事業者情報、品質管理情報などがあります。以下、書き方
のポイントを載せましたのでご参考にしてください。
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日本食品海外プロモーションセンター
農林水産物・食品のブランディングやプロモーション等の取組を強化するため、農林水産物・食品の輸出促進にミッ
ションを特化した新たな輸出サポート機関として、平成29年４月１日に「日本食品海外プロモーションセンター」
（略称：JFOODO（ジェイフードー））を新設しました。

コラム

伊藤忠商事株式会社特別理事/日本貿易会会長
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輸出成功に向けたチェックリスト
～商流構築手法の選択編～

（１）自社の輸出プランを踏まえ、商流構築手法として下記２つの中から、
どちらの手法が自社に合っているかをよく考察したうえで、選択済である。

①直接輸出
②間接輸出

YES NO

（NOと回答された方は、P42ページへ）

（２）輸出拡大チームの存在を認識し、コンタクトを取ってみた。

YES NO

（NOと回答された方は、P49ページへ）

（３）今後、共に輸出に取り組むパートナーを下記２つの中から、選択済である。

①海外バイヤー
②日系地域商社
③外資系地域商社

④その他（越境EC事業者等）

YES NO

（NOと回答された方は、P43ページへ）

（４）パートナーとどの機会・ツールを通じて出会うか選択済である。

①見本市（海外もしくは国内）
②輸出拡大チーム
③越境EC

YES        NO

（NOと回答された方は、P43ページへ）

（５）見本市出展に向けて事前にすべき準備や越境ECを活用する際の注意点
について確認済である。

YES NO

（NOと回答された方は、P43ページへ）
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3 輸出成功のためのカギ

ステップ３ 貿易実務

２ 売買契約

１ 信用調査

日本貿易保険：ＮＥＸＩ（2017年4月から政府100％出資の株式会社）
詳しくはホームページをご参照下さい。 ⇒ （http://www.nexi.go.jp/）

○ 見本市や商談会などで出会った海外バイヤーについて、今後一緒に輸出に向けて取り組むパートナーとして相
応しいかを判断する必要があります。 “信用調査”を行うことにより、企業の経営状況などからそのパートナー候
補の信用度が分かります。

○ 信用調査においては、少なくとも４C（①Character 誠実さ、経営力など、②Capital 資本・財力など、③
Capacity 生産力や営業力、人件費に耐えうる能力、④Conditions 輸出先国の政治・情勢など ）は把握
しておきましょう。この4C情報を入手するには、専門的に信用調査を行っている事業者に委託することをお勧めし
ます。

○ 尚、ステップ１で紹介した日本貿易保険（NEXI）は、相手方に信用リスクのカバーが可能かどうか格付を付け
ています。保険利用者が持っている信用調書の提出を受けて、格付をすることもできますが、ＮＥＸＩにて信用
調書を取得し、格付を付けることも可能です。その場合、ＮＥＸＩでは、格付結果は保険利用者に開示しま
すが、信用調書の内容は開示しません。中小企業基本法における中小企業であれば、8件まで無料で信用調
査を依頼し、格付けを付けることができます。この他にも輸出の際の債権保全策は存在します。信用調査に関
しても銀行、リース会社などの金融機関が取り扱っているケースもありますので、それぞれのメリット、デメリットを比
較し、選定して下さい。

○ 商談を経た後、それぞれの合意の元、売買契約を交わします。売れ残ったときの決済はどうするのか？、支払い
方法はどうするのか？、どのような梱包にするのか？いつ送るのか？、どれくらいの量を輸送するか？、いくらで売ら
れるのか？、など、様々なことをパートナーと契約を締結します。STEP1でも触れましたが、外国語対応に加えて
リーガル等の専門的な知識が必要となります。

自らコンテナを仕立てて、フォワーダーに通関、輸送を行ってもらう直接輸出に取り組む中で、発生する
事務手続（①信用調査 ⇒ ②売買契約 ⇒ ③書類手続き ⇒ ④通関手続き ⇒ ⑤搬送）のポイ
ントを見ていきましょう。

ステップ２「商流構築手法の選択」で、直接輸出を選択した場合、“貿易実務”を自社
で行わないと輸出には至りません。貿易実務とは、直接輸出を行う際の各手続きを行う
こと。輸出先国、積込港、パートナー等により、貿易手続が細かく異なる面がありますが、
コミュニケーションをとり、迅速、的確に対応することが重要です！

JETROは売貿易投資相談に関するサポートを行っています。詳しくは貿易・投資相談窓口までお
問い合わせください。 ⇒ （https://www.jetro.go.jp/services/advice.html）

http://www.nexi.go.jp/
https://www.jetro.go.jp/services/advice.html
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○ 商品の輸出予定日が決まりましたら、輸出に向けて書類の準備に取りかかりましょう。ここでは、基本となる船積
依頼書、インボイス、原産地証明書、パッキングリストの4種類について解説します。これらの書類は、通関手続
きで必要となる、船荷証券（Bill of Loading）、または航空運送状（Air Waybill）を作成するための情
報が含まれています。
 船積依頼書（Shipping Instruction）：輸出者がフォワーダーに船積みを依頼するための書類で
す。こちらは決まった書式はありませんが、輸出者、輸入者、船会社、予約日、船積み港、荷揚げ港など、
詳細な情報を記載します。書き方が分からない場合は、書き方のサンプルをHPに掲載しているフォワー
ダーがいるので、それを参考にし、不明な点はフォワーダーに確認しましょう。

 インボイス（Invoice）：税関への申告、検査などで使用されるもので、こちらの情報が船荷証券、航
空運送状の元の情報になります。

 原産地証明書（Certificate of Origin）：こちらの証明書は必須ではありませんが、必要となる商
品をその国に輸出する場合、特定の国・地域において生産されたことを証明する書類になります。この原
産地証明書で産地を明らかにすることにより、STEP1にある「規制」に関わらない地域で生産したことを示
すツールとなります。日本では商工会議所が発給機関となります。

 パッキングリスト（Packing List）：P/Ｌとも略されることもありますが、記載内容は、梱包状態、個数、
重量等が記載されます。

３ 書類手続き

４ 通関手続き

○ 商品を輸出する際は、税関へ対して輸出申告を行い、輸出許可を得る必要があります。輸出許可申請、通
関業務には、専門的な知識が必要となりますが、フォワーダーへ依頼する事で輸出に係る手続きを大幅に軽減
することができます。

５ 搬送

○ 輸出許可を得たらフォワーダーによって、船積依頼書、インボイス、パッキングリスト、その他必要な書類とともに、
輸出許可貨物を積込港に搬送します。

フォワーダー企業や保険会社など、貿易業務を多方面からサポートする企業の情報を提供して
います。詳しくはJETRO農林水産物・食品輸出協力企業リストをご参照ください ⇒
（https://www.jetro.go.jp/industry/foods/trading_company_list.html）

コラム

より詳細な貿易実務の情報について
契約を締結したのち、契約に基づいて、船積み期限に間に合うように輸出に必要な書類作成・各種の申請手
続きを行わなければいけません。必要な書類等は、商品（品目）や輸出先国によって求められるものが変わり
ます。詳細な手続きについては、JETROのホームページをご覧ください。
（https://www.jetro.go.jp/world/japan/qa/export.html）

https://www.jetro.go.jp/industry/foods/trading_company_list.html
https://www.jetro.go.jp/world/japan/qa/export.html

